
 
平 成 30 年 度 事 業 報 告 

（自平成 30年４月１日 至平成 31年３月 31日） 

 

法人会を取り巻く環境は依然と厳しい状況の中で、全国の法人会員とともに「よき経営者

を目指すものの団体」として、納税意識の高揚、会員の研鑽、地域社会への貢献を柱に、さ

らに公益法人への移行を契機に、新たな「理念」に基づく税制・税務を中心に社会全体へ貢

献していくことの明確化と、志の高い経営者であるとの矜持を持って、諸活動を展開してま

いりました。 

平成 30年度も「法人会の理念」のもと、公益性・透明性と明確さを前面に打出し、８支部

ブロック・８委員会体制のもと中身の濃い委員会活動を展開し、更なる組織・財政基盤の再

構築を図りながら、重点施策である「法人会自主点検チェックシート」の普及、新入会員交

流事業、異業種交流視察事業に積極的に取組み、事業活動を展開してまいりました。 

以下に掲げる項目における事業の取組み状況について、ご報告いたします。 

 

□ 公益関係 

１ 税知識の普及と納税意識の高揚並びに税の提言に関する事業 

（1）税務に関する説明会・研修会・講演会事業（公益事業推進委員会） 

会員はじめ広く一般の企業及び市民を対象に、税法・税務を中心とした説明会・研修

会・税を考える週間特別講演会・セミナーを実施し、税知識の普及による納税意識の高

揚に努めました。 

① 説明会 

決算期別説明会４回、改正税法説明会１回 

  ② 研修会 

法人税実務講座・初級４回、中級６回 

女性部会研修会１回、氷見・射水・福岡支部税務研修会 計３回 

③ セミナー、講演会 

税経セミナー３回、税を考える週間特別講演会１回 

実施にあたり、委員会では、前年度事業の反省を基に、できるだけ関心のあるテーマ

やホームページ・会報等を活用し早目の案内に心がけました。 

全法連では、平成 26年度から企業の成長のために内部統制面の強化や経理面の質の向

上が重要であることから、法人会の新たなメリットである「法人会自主点検チェックシ

ート」の普及に取り組んでおり、当会も、平成 30年度は、決算期別説明会において「法

人会自主点検チェックシート」の説明をするとともに、会報「ほうじんＨＩＴ」に「法人

会自主点検チェックシートを活用していますか？」を掲載し、その普及に努めました。 

 

（2）税の広報事業（広報委員会） 

広報活動の充実は、公益性向上に最も重要であることから、ホームページにも県下の

単位会とともに内容の充実に配意し、きめ細かな情報提供に努めました。 

また、会報「ほうじんＨＩＴ」と全法連機関紙「ほうじん」を市役所や商工会議所、商

工会の窓口、税理士先生方や関係団体等に配布し、一部の金融機関にも会報を配布し、



多くの閲覧を考慮しながら広報に努めました。 

 

（3）税の啓発及び租税教育事業（総合企画委員会） 

次代を担う児童や生徒が、税金の仕組みや役割などを理解するための租税教育事業を

積極的に推進しました。 

高岡・氷見・射水３市の小学６年生を対象に、青年部会が６校、女性部会が２校の計８

校で租税教室を実施し、各部会の役員が同じ地域に生きる先輩として講師を務め、クイ

ズなどを織り交ぜ、子供達に税の大切さを伝えました。 

女性部会では、「租税教育バス」を運行し、射水市消防本部、富山県議会議事堂、高岡

税務署を見学しました。子供達には見聞を広めてもらうと共に、税とのかかわりを学ん

でもらう良い機会となりました。 

なお、全法連が主催の平成 30年度「税に関する絵はがきコンクール」では、高岡税務

署管内の小学生から 753 点の応募があり、高岡市立南条小学校の児童に「高岡税務署長

賞」並びに「県連最優秀賞」が贈られました。 

 

（4）税制改正の提言（税制委員会） 

「平成 31 年度の税制改正に関する要望」について、平成 30 年度も全国の法人会の

役員を中心に「税制に関するアンケート」を行い、そのアンケート結果を参考に全法連

の税制委員会で取りまとめられた「税制改正に関する提言事項」を、10 月に開催され

た「法人会全国大会」鳥取大会において、全国８０万社の法人会員の総意として採択さ

れました。その実現に向けて、全国一斉に関係機関への要望活動が展開されました。 

当会も、11 月の「税を考える週間」の期間中に、会長はじめ役員が地元の国会議員

と３市長を訪問し、提言書を直接手渡し、要望活動を行いました。 

 

２ 地域企業の健全な発展、社会貢献事業（公益事業推進委員会・総合企画委員会） 

税以外の政治や経済・経営、年金・労務など幅広い分野での研修会・セミナー・講演会

を開催するとともに、地域との共生を目指した社会貢献活動を行い、地域企業ならびに

地域社会の健全な発展に資する事業を展開しました。 

税以外の研修等では、雇用管理研修会２回、親会・青女部会記念講演会計２回、新春講

演会、公益共催セミナーを開催するとともに、書籍支援やネット研修も実施しました。 

また、総合企画委員会では、租税教育活動を熱心に展開する青年部会・女性部会に対

する親会からの支援として、本年度の租税教室開催校に対し、図書カードの寄贈を行い

ました。 

女性部会では、社会貢献活動として、７月に「射水市 放生津保育園」｢射水市 ケアハ

エス海王」、９月に｢氷見市 明善寺デイサービスあんのん」、11月に｢高岡市 ふたばこど

も園」に、それぞれ手作り雑巾や未使用タオルを寄贈しました。 

さらに、８月に高岡市のＮＰＯ法人「えいぶる」へ、ビニールハウス建設を支援するた

めの資金として寄付を行いました。 

 

□ 共益関係 

３ 会員増強・会員支援事業 



（1）組織の充実・強化（組織委員会） 

平成 24年度末に会員加入率が 50％を割り込み、これを打破するため平成 25年度から

安定多数の 55％の早期回復と会員数 3,100社を目標に、親会・青年部会・女性部会役員

が一丸となり、税理士先生方、取扱保険３社のご協力を得て、目標達成のために、これま

で以上の会員増強に努めました。 

しかしながら、41社の加入に対して、98社の退会となり、また、新規設立法人の増加

で会員加入率が 1.4 ﾎﾟｲﾝﾄの減となりました。 

このままでは、令和２年３月末には2,400社を割り込む危機的状況となったことから、

会員加入率 50％回復に向け、北陸税理士会高岡支部に協力を依頼するなど会員増強に取

り組みます。 

■ 会員の状況は、以下のとおりです。 

区 分 
公益社団法人高岡法人会第７期（平成 31年３月末） 

所管法人 会 員 数 加 入 率 

期首現在 5,706社 2,491社 43.7％ 

当期加入会員数  41社  

当期退会会員数  98社  

期末現在 5,748社 2,434社 42.3％ 

 

（2）会員支援事業の充実（共益事業推進委員会） 

   共益事業推進委員会では、各支部ブロック及び各委員会と連携を図りながら、会員相

互の交流をより活発に推進することにより、参加者に会員メリットを実感してもらい、

ひいては会員増強の支援につなげるべく事業を企画し実施してまいりました。 

   平成 30年 10月の異業種交流視察研修会では、飛騨古川・高山の旅で、会員相互の交

流を深めていただきました。 

   平成 31年１月の新入会員交流会では、参加企業自主プレゼンテーション、自己アピー

ルなどを行い、ビジネスチャンスと会員相互の交流を深める良い機会となりました。 

 

（3）青年部会・女性部会の充実 

   ① 青年部会 

青年部会活動の大きな柱である「租税教育活動」および「部会員増強運動」につ

いて、より積極的な展開をしてまいりました。 

平成 30 年 11 月開催の第 32 回「全国青年の集い」岐阜大会では、全国から法人

会青年部会員 1,800 余名（当会８名)が集い、『未来を切り開く先駆けとなれ～｢天

下布武」発信の地 岐阜から～』を大会スローガンのもと、大会式典、租税教育活

動事例発表や記念講演会に参加し、県下の部会員とも親睦を図り、交流を深めてま

いりました。 

また、青年部会では、親会・女性部会とともに諸活動の充実に努めました。 

② 女性部会 

   ｢女性部会のあり方（指針）」に沿って、部会員の資質向上と法人会活動の充実・



活性化に努めるとともに、税の啓発活動や社会貢献活動を積極的に進めました。 

平成 30年４月に山梨県で開催された第 13回「法人会全国女性フォーラム」山梨

大会に全国から女性部会員 1,600 名(当会 12 名)が一堂に会し、大会式典、会活動

報告や記念講演会、懇親交流会に参加し親睦を図りました。平成 31 年 4 月、全国

大会は富山県で開催されることから、県下女性部会員 53 名が参加し、式典でＰＲ

活動、また、懇親会では全員でこきりこ節、越中八尾おわら踊りを披露しました。 

また、女性部会では、親会・青年部会とともに諸活動の充実に努めて、研修活動

と社会貢献活動を中心に事業を展開しました。 

 

４ 会員のための福利厚生事業（厚生事業推進委員会） 

法人会の福利厚生制度を取り巻く環境が、ますます厳しさを増している状況のもと、

財政基盤の安定化を図るため、全法連主導『ふやそう２万社ＧＯＧＯキャンペーン』を

大同・ＡＩＧ・アフラック取扱保険３社との連携を一層強化しつつ、会員企業の安定を

担保する福利厚生制度の円滑な運営に向けて強力に推進を支援した結果、助成金収入の

増加につながることとなりました。 

 

□ 管理関係（総務委員会） 

１ 諸会議 

  委員会活動を中心に、活発に事業を展開してまいりました。 

 

２ 公益法人会計に添ったＩＴによる経理処理を進めました。 

 


